
租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書 

（第 204 回国会提出）



租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律第５条第２項の規定に基づき、この報告書

を国会に提出する。 
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＜注記事項＞ 

１ 本報告書における用語の意味は次のとおりである。 

⑴ 単体法人 法人税法第 74 条第１項又は第 144 条の６第１項若しくは第２項の規定による申告書を提出する法人を

いう。 

⑵ 連結法人 法人税法第 81 条の 22 第１項の規定による申告書を提出する同法第２条第 12 号の６の７に規定する連

結親法人又はその連結親法人との間に同条第 12 号の７の７に規定する連結完全支配関係がある同条第 12 号の７

に規定する連結子法人をいう。 

※ 上記は令和２年３月 31 日時点の法人税法の規定に基づく 

２ 連結法人については、企業グループ単位で申告書が提出されるため、１グループを１法人として集計している。 

３ 適用法人数は、適用額明細書の提出があった法人の数をいい、適用件数は、適用額明細書に記載されている「租税

特別措置法の条項」欄の数を合計した数をいう。 

４ 適用額の内容は、法人税関係特別措置の種類ごとに異なる。例えば、法人税率の特例については対象となる所得金

額、税額控除については税額控除額、特別償却については特別償却限度額等、準備金については積立額のうち損金算

入額を示している。詳細については、31 頁以降を参照されたい。 

５ 本報告書による報告の対象となる計数は、納税者から令和２年 11 月末日までに提出された平成 31 年４月１日から令

和２年３月 31 日までの間に終了した事業年度又は連結事業年度に係る適用額明細書の記載内容を集計・整理したもの

である。なお、表中の「29 年度」又は「30 年度」の欄には、それぞれ各年度における計数を記載している。 

※ 上記のうち、一部の適用額明細書については、新型コロナウイルス感染症による申告期限延長申請に係る手続等を踏まえ、本報告書に

含まれていない場合がある 



はじめに 

この報告書は、平成 31 年４月１日から令和２年３月 31 日までの間に終了した事業年度又は連結事業年度において適

用を受けた法人税関係特別措置について、適用額明細書に記載された事項を集計することにより、その適用の実態を調

査した結果を取りまとめたものである。





適用実態調査の結果の概要 

 適用実態調査の結果に基づく法人税関係特別措置の適用概況は、以下のとおりである。 





１．適用法人数等

平成 31 年４月１日から令和２年３月 31 日までの間に終了した事業年度又は連結事業年度において、適用額明細書の提出があった法人数は

1,315,241 法人(うち、単体法人 1,314,161 法人、連結法人 1,080 法人)で、適用件数は法人税関係特別措置 83 項目について延べ 2,062,573 件（うち、単

体法人 2,060,224 件、連結法人 2,349 件）である。 

（参考） 平成 30 年４月１日から平成 31年３月 31日までの間に終了した事業年度又は連結事業年度における適用法人数等 

・適用額明細書の提出があった法人数 1,268,855 法人(うち、単体法人 1,267,749 法人、連結法人 1,106 法人)

・適用件数 法人税関係特別措置 86項目について延べ 1,984,486 件（うち、単体法人 1,982,082 件、連結法人 2,404 件）

２．資本金階級・所得階級別の適用件数及び適用法人数

資本金階級・所得階級別の法人税関係特別措置全体の適用状況は、次のとおりである。 

資本金階級
適 用 件 数（上段） 
適用法人数（下段） 所得階級

適 用 件 数（上段） 
適用法人数（下段）

29 年度 30 年度 元年度 29 年度 30 年度 元年度 

1,000 万円以下 
1,506,759 
1,008,466 

1,566,596 
1,044,449 

1,641,159 
1,090,498 ０円又は欠損 

327,590 
289,956 

338,644 
300,824 

360,248 
319,463 

3,000 万円以下 
245,652 
133,427 

249,870 
135,149 

254,984 
136,116 100 万円以下 

368,423 
276,423 

373,189 
279,199 

376,881 
281,335 

5,000 万円以下 
89,942 
47,434 

89,999 
47,767 

90,258 
47,997 800 万円以下 

612,388 
376,352 

637,773 
389,715 

663,436 
403,700 

１億円以下 
61,703 
31,360 

61,549 
31,813 

61,067 
31,814 1,000 万円以下 

70,302 
37,772 

74,573 
39,791 

78,085 
41,435 

３億円以下 
4,670 
3,088 

4,007 
2,717 

3,481 
2,315 5,000 万円以下 

362,617 
175,403 

377,363 
182,477 

398,853 
191,601 

５億円以下 
2,602 
1,765 

2,084 
1,500 

1,804 
1,304 １億円以下 

79,742 
34,077 

81,231 
34,744 

85,727 
36,390 

10 億円以下 
1,940 
1,119 

1,618 
965 

1,483 
888 10 億円以下 

89,583 
35,927 

90,632 
36,856 

89,398 
36,451 

100 億円以下 
5,202 
2,781 

4,713 
2,586 

4,433 
2,458 100 億円以下 

8,529 
3,916 

7,741 
3,706 

6,778 
3,390 

100 億円超 
1,714 

834 
1,646 

803 
1,555 

771 100 億円超 
1,010 

448 
936 
437 

818 
396 

連結法人 
2,440 
1,115 

2,404 
1,106 

2,349 
1,080 連結法人 

2,440 
1,115 

2,404 
1,106 

2,349 
1,080 

合 計 
1,922,624 
1,231,389 

1,984,486 
1,268,855 

2,062,573 
1,315,241 合 計 

1,922,624 
1,231,389 

1,984,486 
1,268,855 

2,062,573 
1,315,241 
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３．業種別の適用件数及び適用法人数 

業種別の法人税関係特別措置全体の適用状況（単体法人・連結法人合計）は、次のとおりである。 

業 種 

適 用 件 数（上段） 

適用法人数（下段） 業 種 

適 用 件 数（上段） 

適用法人数（下段） 

29 年度 30 年度 元年度 29 年度 30 年度 元年度 

農林水産業 
40,170 
21,403 

39,417 
21,546 

40,327 
22,083 

（製造業続き） 

化学工業 

8,379 
4,147 

8,238 
4,127 

7,875 
4,078 

鉱業 
2,922 
1,521 

2,935 
1,557 

2,916 
1,573 

石油製品製造業 
1,038 

530 
1,070 

550 
1,062 

549 

建設業 
364,072 
219,927 

383,802 
230,117 

412,947 
243,395 

石炭製品製造業 
111 
60 

112 
62 

116 
62 

製造業 
278,347 
155,219 

283,058 
157,312 

277,761 
156,466 

ゴム製品製造業 
2,667 
1,433 

2,712 
1,437 

2,586 
1,404 

食料品製造業 
30,411 
17,592 

29,617 
17,280 

29,622 
17,429 

皮革、同製品製造業 
1,281 

844 
1,161 

748 
1,186 

771 

繊維工業 
14,381 
9,245 

14,232 
9,247 

14,281 
9,153 

窯業又は土石製品

製造業 

8,511 
4,854 

8,631 
4,866 

8,822 
4,970 

木材、木製品製造

業 

6,492 
3,831 

6,471 
3,858 

6,654 
3,928 

鉄鋼業 
6,280 
3,296 

6,655 
3,480 

6,363 
3,398 

家具、装備品製造

業 

5,456 
3,435 

5,547 
3,493 

5,739 
3,545 

非鉄金属製造業 
3,029 
1,523 

3,112 
1,549 

3,037 
1,552 

パルプ、紙、紙製品

製造業 

5,258 
2,962 

5,341 
3,022 

5,228 
3,022 

金属製品製造業 
44,653 
22,973 

47,200 
23,955 

46,100 
23,956 

新聞業、出版業又

は印刷業 

16,508 
10,484 

16,244 
10,401 

16,654 
10,557 

機械製造業 
33,026 
17,262 

34,455 
17,850 

32,848 
17,608 
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業 種 

適 用 件 数（上段） 

適用法人数（下段） 業 種 

適 用 件 数（上段） 

適用法人数（下段） 

29 年度 30 年度 元年度 29 年度 30 年度 元年度 
（製造業続き） 
産業用電気機械
器具製造業 

14,211 
7,557 

14,807 
7,769 

14,080 
7,580 

不動産業 
199,825 
156,151 

212,518 
165,308 

224,702 
174,261 

民生用電気機械

器具電球製造業 

3,151 
1,610 

3,193 
1,631 

3,039 
1,608 

運輸通信公益事業 
76,921 
44,670 

78,220 
45,420 

79,726 
46,364 

通信機械器具製

造業 

2,226 
1,225 

2,333 
1,305 

2,327 
1,279 

サービス業
496,660 
320,862 

516,748 
333,215 

543,658 
349,313 

輸送用機械器具

製造業 

13,108 
6,733 

13,289 
6,816 

12,691 
6,666 

その他 
45,321 
32,671 

47,539 
34,201 

50,226 
35,989 

理化学機械器具

等製造業 

3,093 
1,628 

3,042 
1,616 

3,000 
1,603 

光学機械器具等

製造業 

1,904 
969 

1,988 
1,008 

1,848 
962 

時計、同部品製造

業 

243 
135 

230 
124 

226 
111 

その他の製造業 
52,930 
30,891 

53,378 
31,118 

52,377 
30,675 

卸売業 
165,379 
104,778 

167,915 
105,986 

169,850 
106,775 

小売業 
159,506 
108,544 

158,378 
108,012 

163,153 
110,384 

料理飲食旅館業 
63,535 
44,671 

63,787 
44,985 

65,525 
46,446 

金融保険業 
29,966 
20,972 

30,169 
21,196 

31,782 
22,192 
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（注） 適用額の内容は、法人税関係特別措置の種類によってそれぞれ異なる。例えば、法人税率の特例については対象となる所得金額、税額控

除については税額控除額、特別償却については特別償却限度額等、準備金については積立額のうち損金算入額を示している。 

種  類

29 年 度 30 年 度 元 年 度 

措置数 適用件数 適用額 措置数 適用件数 適用額 措置数 適用件数 適用額 

法人税率の特例 2 931,942 
特例対象所得金額 

36,574億円 2 960,315 
特例対象所得金額 

38,086億円 2 989,464 
特例対象所得金額 

39,589億円

税額控除 18 176,196 
税額控除額 

10,944億円 19 182,736 
税額控除額 

10,165億円 18 181,472 
税額控除額 

8,356億円

特別償却 30 58,013 
特別償却限度額等 

11,684億円 33 49,883 
特別償却限度額等 

9,756億円 31 47,380 
特別償却限度額等 

9,356億円

準備金等 15 13,273 
損金算入額等 

8,959億円 13 12,975 
損金算入額等 

9,375億円 13 12,917 
損金算入額等 

9,573億円

４．法人税関係特別措置の種類ごとの適用状況 

法人税関係特別措置の主な種類ごとの適用状況（単体法人・連結法人合計）は、次のとおりである。 
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度

36,175 37,662 39,226 サービス業 24.9% サービス業 25.0% サービス業 25.4%
－ － － 建設業 18.8% 建設業 19.3% 建設業 20.4%
－ － － 不動産業 13.4% 不動産業 13.8% 不動産業 13.9%

6,660 6,216 5,574 輸送用機械器具製造業 25.6% 輸送用機械器具製造業 22.6% 輸送用機械器具製造業 22.3%
1,907 1,620 1,741 化学工業 17.0% 化学工業 18.0% 化学工業 18.4%
28.6% 26.1% 31.2% 機械製造業 10.7% 機械製造業 10.0% 機械製造業 8.6%

6,102 5,751 5,192 輸送用機械器具製造業 27.4% 輸送用機械器具製造業 24.0% 輸送用機械器具製造業 23.6%
⑴ 試験研究費の総額に係る税額控除 1,900 1,602 1,731 化学工業 16.3% 化学工業 17.3% 化学工業 17.8%

31.1% 27.9% 33.3% 機械製造業 11.0% 機械製造業 10.2% 機械製造業 8.7%
297 357 287 化学工業 19.1% 化学工業 19.1% 化学工業 15.9%

⑵ 中小企業技術基盤強化税制 42 40 28 その他の製造業 12.3% 卸売業 12.1% 卸売業 13.6%
14.0% 11.1% 9.9% 卸売業 10.0% その他の製造業 9.7% その他の製造業 12.4%

81 84 88 化学工業 39.4% 化学工業 42.9% 化学工業 52.8%
⑶ 特別試験研究費に係る税額控除 42 38 43 運輸通信公益事業 9.4% 輸送用機械器具製造業 11.5% 輸送用機械器具製造業 10.0%

52.3% 44.7% 49.2% その他の製造業 8.5% 機械製造業 9.9% 運輸通信公益事業 8.9%
39 23 7 化学工業 71.0% 化学工業 89.0% 化学工業 92.1%
37 22 6 輸送用機械器具製造業 17.4% その他の製造業 5.5% サービス業 2.1%

95.3% 94.6% 96.7% その他 7.3% 卸売業 1.8% 機械製造業 2.0%
17 13 運輸通信公益事業 89.1% 運輸通信公益事業 83.1%
16 12 その他の製造業 3.7% 非鉄金属製造業 10.5%

94.8% 97.5% 建設業 1.4% 小売業 2.9%
0 0 金融保険業 28.5% 木材、木製品製造業 100.0%
0 － 食料品製造業 21.0% － －

85.9% － 輸送用機械器具製造業 12.5% － －

4,194 2,408 2,338 建設業 16.5% 運輸通信公益事業 25.7% 運輸通信公益事業 25.1%
160 98 73 運輸通信公益事業 15.6% 建設業 11.3% 建設業 12.0%
3.8% 4.1% 3.1% 金属製品製造業 9.3% 金属製品製造業 7.9% 金属製品製造業 7.8%

503 580 554

34,548 26,323中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却

147 149⑷ 平均売上金額の１０％を超える試験研究費の
額に係る税額控除

96

 ５．個別措置の適用概況一覧

　　　個別措置ごとの適用概況（単体法人・連結法人合計）は、以下のとおりである。

30年度 元年度

989,251

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

中小企業者等の法人税率の特例 931,720 960,103

5,411 5,690

4,102 3,822

試験研究を行った場合の法人税額の特別控除 11,956 10,241 9,726

3,598

5,478

高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の特別
償却

25,591

23

1高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の法人
税額の特別控除

44

32

（注）１.「適用額（億円）」の欄については、上段は適用総額を、中段は上位10社の適用額合計を、下段の割合は各措置の適用総額に占める上位10社の適用額合計の割合を、それぞれ記載している。

２.適用件数が10件以下である措置又は適用額の上限が定額である措置については、上位10社の適用額合計（億円）の記載を省略している。

３.「主な適用業種及び業種別割合」の欄は各措置の適用総額に占める適用業種ごとの適用額の割合を記載している。

適用額（億円）
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

230 186 183 運輸通信公益事業 15.2% 運輸通信公益事業 19.0% 運輸通信公益事業 21.5%
11 10 11 サービス業 12.1% サービス業 13.5% サービス業 13.9%

4.9% 5.3% 6.2% 建設業 11.2% 建設業 11.1% 建設業 11.1%
0 0 1 食料品製造業 100.0% 料理飲食旅館業 80.2% 不動産業 82.0%
－ － － － － 新聞業、出版業又は印刷業 19.8% 料理飲食旅館業 16.4%
－ － － － － － － サービス業 1.6%
5 5 5 運輸通信公益事業 92.4% 運輸通信公益事業 91.8% 運輸通信公益事業 90.0%
5 5 5 サービス業 7.5% サービス業 5.9% サービス業 9.5%

99.0% 99.3% 98.3% その他の製造業 0.1% 建設業 2.0% 建設業 0.4%
2 1 1 窯業又は土石製品製造業 32.3% 産業用電気機械器具製造業 77.8% サービス業 37.5%
－ － － 新聞業、出版業又は印刷業 29.6% 建設業 22.2% 新聞業、出版業又は印刷業 29.6%
－ － － その他の製造業 21.5% － － 理化学機械器具等製造業 16.7%
4 3 3 運輸通信公益事業 77.1% 運輸通信公益事業 69.8% 運輸通信公益事業 70.5%
4 3 3 食料品製造業 17.0% 食料品製造業 13.1% 食料品製造業 15.5%

97.7% 95.3% 95.7% 卸売業 2.1% 建設業 10.7% 卸売業 4.0%
2 6 9 卸売業 98.7% 運輸通信公益事業 84.8% 小売業 67.1%
－ － － 小売業 0.7% 建設業 6.8% 卸売業 24.1%
－ － － 食料品製造業 0.6% 卸売業 6.3% 建設業 4.8%
1 1 2 食料品製造業 37.7% 卸売業 27.8% 運輸通信公益事業 48.6%
1 1 2 卸売業 17.2% その他の製造業 25.4% 卸売業 23.8%

80.6% 75.7% 76.2% サービス業 13.4% 食料品製造業 11.0% 食料品製造業 8.5%
0 2 0 サービス業 100.0% 小売業 100.0% 建設業 100.0%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

0 1 1 食料品製造業 94.0% 食料品製造業 97.6% 食料品製造業 96.9%
－ － － 金融保険業 4.0% 金融保険業 1.3% 非鉄金属製造業 2.7%
－ － － その他の製造業 1.1% 窯業又は土石製品製造業 0.8% 金融保険業 0.4%
2 1 1 食料品製造業 41.6% 運輸通信公益事業 47.9% 食料品製造業 23.8%
1 1 1 運輸通信公益事業 37.0% 小売業 22.9% 小売業 22.5%

88.4% 90.3% 90.6% サービス業 6.9% 食料品製造業 14.1% 鉄鋼業 20.3%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

2 2 26 化学工業 79.6% 化学工業 85.0% 不動産業 100.0%
－ － － その他の製造業 20.4% 不動産業 15.0% － －

－ － － － － － － － －

27 25沖縄の特定地域において工業用機械等を取得した場
合の法人税額の特別控除

国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の
特別償却

国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の
法人税額の特別控除

2

0 0

3

28 42 47

沖縄の経済金融活性化特別地区において工業用機械
等を取得した場合の特別償却

沖縄の経済金融活性化特別地区において工業用機械
等を取得した場合の法人税額の特別控除

1

4

1

4

沖縄の国際物流拠点産業集積地域において工業用機
械等を取得した場合の法人税額の特別控除

6 7

17 16

沖縄の国際物流拠点産業集積地域において工業用機
械等を取得した場合の特別償却

1 2

23 26

7 2

沖縄の観光地形成促進地域において工業用機械等を
取得した場合の法人税額の特別控除

沖縄の情報通信産業振興地域において工業用機械等
を取得した場合の法人税額の特別控除

沖縄の産業高度化・事業革新促進地域において工業
用機械等を取得した場合の特別償却

沖縄の産業高度化・事業革新促進地域において工業
用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

32,487 28,311中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税額の
特別控除

28,339

5

19

9

21

1

0

3

24

4

1
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

21 3 1 輸送用機械器具製造業 66.6% 機械製造業 60.5% 卸売業          100.0%
－ － － 金属製品製造業 23.2% 鉄鋼業 32.9% － －

－ － － 化学工業 9.7% 輸送用機械器具製造業 6.6% － －

16 7 8 機械製造業 26.2% 輸送用機械器具製造業 39.8% 機械製造業      48.8%
15 6 8 輸送用機械器具製造業 24.4% 産業用電気機械器具製造業 22.4% 輸送用機械器具製造業 25.6%

88.9% 83.6% 98.4% 鉄鋼業 18.3% 不動産業 16.7% 産業用電気機械器具製造業 16.4%
0 79 162 産業用電気機械器具製造業 61.3% 機械製造業 38.4% 木材、木製品製造業 13.1%
－ 48 59 その他の製造業 38.7% 輸送用機械器具製造業 8.3% 食料品製造業    12.0%
－ 60.6% 36.4% － － 金属製品製造業 7.7% 金属製品製造業  8.9%
1 41 67 金属製品製造業 51.2% 化学工業 20.4% 化学工業        18.2%
－ 24 26 食料品製造業 34.5% 機械製造業 18.7% 産業用電気機械器具製造業 16.4%
－ 57.5% 38.2% 機械製造業 6.9% 民生用電気機械器具電球製造業 9.0% 機械製造業      12.7%
3 2 5 ゴム製品製造業 41.5% 化学工業 54.2% 料理飲食旅館業 36.3%
－ － 5 機械製造業 27.4% 機械製造業 37.7% 建設業          16.5%
－ － 99.3% サービス業 19.7% 料理飲食旅館業 7.9% サービス業      16.3%

15 7 9 産業用電気機械器具製造業 40.7% 食料品製造業 37.8% その他の製造業  27.4%
13 6 8 その他 14.9% 輸送用機械器具製造業 27.6% 化学工業        24.3%

90.1% 93.8% 91.3% 理化学機械器具等製造業 9.9% 化学工業 16.9% その他          15.9%
4 3 1 サービス業 36.1% サービス業 23.9% サービス業      47.1%
2 1 － 小売業 19.0% 小売業 14.3% 輸送用機械器具製造業 13.6%

37.6% 43.2% － 建設業 10.1% 卸売業 8.4% 小売業          12.8%
0 0 1 卸売業 26.7% 繊維工業 28.9% サービス業      39.3%
0 0 0 繊維工業 16.7% 料理飲食旅館業 13.5% 建設業          10.4%

78.0% 70.2% 72.2% 非鉄金属製造業 10.6% 不動産業 11.1% 不動産業        6.7%
80 74 78 サービス業 17.2% サービス業 24.7% 料理飲食旅館業  29.9%
20 14 24 小売業 16.6% 小売業 11.2% サービス業      15.8%

24.8% 18.5% 31.4% 卸売業 11.7% 卸売業 10.2% 小売業          11.7%
19 19 17 小売業 31.9% サービス業 27.1% 小売業          28.6%

3 3 3 サービス業 24.4% 小売業 24.8% サービス業      27.2%
18.0% 18.2% 15.8% 料理飲食旅館業 18.1% 料理飲食旅館業 21.0% 料理飲食旅館業  20.5%

3,388 6,083 5,685 建設業 18.9% 建設業 19.8% 建設業          21.8%
237 241 271 金属製品製造業 11.4% 金属製品製造業 12.5% 金属製品製造業  12.2%
7.0% 4.0% 4.8% 機械製造業 9.3% 機械製造業 9.1% 機械製造業      8.3%
69 141 139 小売業 18.6% 小売業 13.4% 建設業          12.2%
11 11 15 金属製品製造業 8.2% 金属製品製造業 9.8% 小売業          9.5%

16.0% 7.8% 10.9% 卸売業 8.1% 建設業 9.1% 卸売業          9.3%

136

地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用
機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

162

170

7 5

2

5

73

112

13

27

8

地方活力向上地域等において特定建物等を取得した
場合の特別償却

地方活力向上地域等において特定建物等を取得した
場合の法人税額の特別控除

地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した
場合の法人税額の特別控除

1924

4,056 4,335

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場
合の法人税額の特別控除

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場
合の特別償却

6 4国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場
合の特別償却

国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場
合の法人税額の特別控除

認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附を
した場合の法人税額の特別控除

23 24

288 182

地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用
機械等を取得した場合の特別償却

1,080 1,002

15

1

188

4,161

829

17,325

8,834

116

特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の
特別償却

特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の
法人税額の特別控除

10,752

3,391

18,613

7,856

けん

けん
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

3,849 3,525 2,289 サービス業 19.1% サービス業 20.7% サービス業 28.9%
335 279 136 建設業 14.5% 建設業 12.1% 建設業 13.4%
8.7% 7.9% 6.0% 卸売業 9.7% 卸売業 10.9% 小売業 10.3%

0 68 建設業 74.4% 金融保険業 100.0%
－ － 窯業又は土石製品製造業 14.7% － －

－ － 金属製品製造業 6.3% － －

6 29 金融保険業 55.9% 金融保険業 53.4%
6 20 化学工業 16.2% 運輸通信公益事業 7.3%

94.6% 70.0% 卸売業 15.8% 化学工業 6.3%
0 0 － 金属製品製造業 62.5% その他の製造業 66.4% － －

－ － － 食料品製造業 37.5% 農林水産業 33.6% － －

－ － － － － － － － －

15 3 運輸通信公益事業 91.8% 運輸通信公益事業 41.8%
－ － 食料品製造業 6.0% 機械製造業 25.8%
－ － その他の製造業 1.9% 農林水産業 23.9%

464 440 351 運輸通信公益事業 51.7% 運輸通信公益事業 58.0% 運輸通信公益事業 64.5%
234 208 197 サービス業 30.6% サービス業 28.5% サービス業 19.7%

50.5% 47.4% 56.3% その他の製造業 15.5% 卸売業 6.0% その他の製造業 8.6%
0 0 0 その他 69.9% その他 92.5% その他 100.0%
0 0 － 建設業 20.8% 運輸通信公益事業 7.5% － －

51.3% 93.0% － サービス業 9.3% － － － －

3 2 2 不動産業 41.2% 料理飲食旅館業 78.8% 料理飲食旅館業 84.2%
－ － － 料理飲食旅館業 27.9% サービス業 12.0% 不動産業 15.8%
－ － － 食料品製造業 16.6% 不動産業 9.2% － －

1 2 2 サービス業 35.8% 金融保険業 40.8% 運輸通信公益事業 78.4%
1 2 2 金属製品製造業 33.9% 運輸通信公益事業 15.6% サービス業 13.5%

100.0% 99.2% 99.5% 卸売業 26.6% 卸売業 14.9% 建設業 3.3%
0 0 1 食料品製造業 49.6% 食料品製造業 90.8% 食料品製造業 55.3%
－ － － 機械製造業 47.0% 産業用電気機械器具製造業 9.2% 窯業又は土石製品製造業 44.7%
－ － － 産業用電気機械器具製造業 3.4% － － － －

0 窯業又は土石製品製造業 51.7%
－ 石炭製品製造業 22.3%
－ 建設業 12.0%

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

革新的情報産業活用設備を取得した場合の特別償却

革新的情報産業活用設備を取得した場合の法人税額
の特別控除

2

0 0

被災代替資産等の特別償却

自動車教習用貨物自動車の特別償却

4

14

0共同利用施設の特別償却

特定事業継続力強化設備等の特別償却

2

3

7

1

3

50

耐震基準適合建物等の特別償却

関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における
文化学術研究施設の特別償却

10

11

船舶の特別償却 48 46

0

9

17

再生可能エネルギー発電設備等の特別償却

120,977 131,201

33

129,831

61

1

公害防止用設備の特別償却

給与等の引上げ及び設備投資を行った場合等の法人
税額の特別控除

2

6

11

7

15

2
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

－ 0 － － サービス業          100.0%
－ － － － － －

－ － － － － －

21 32 36 機械製造業 23.7% 民生用電気機械器具電球製造業 43.6% 民生用電気機械器具電球製造業 49.6%
11 22 26 輸送用機械器具製造業 19.1% 食料品製造業 9.9% 輸送用機械器具製造業 7.2%

52.8% 68.5% 73.9% 食料品製造業 14.5% 機械製造業 7.9% 機械製造業      6.4%
16 24 30 機械製造業 23.2% 民生用電気機械器具電球製造業 57.9% 民生用電気機械器具電球製造業 59.4%

⑴  過疎地域における工業用機械等の特別償却 10 18 24 輸送用機械器具製造業 17.2% 食料品製造業 5.8% 輸送用機械器具製造業 8.3%
60.6% 77.2% 81.6% 食料品製造業 16.9% 産業用電気機械器具製造業 5.8% 非鉄金属製造業  6.0%

5 7 5 輸送用機械器具製造業 26.4% 機械製造業 28.2% 機械製造業      31.8%
4 6 4 機械製造業 26.4% 食料品製造業 20.8% 窯業又は土石製品製造業 23.7%

82.2% 80.2% 77.7% 窯業又は土石製品製造業 14.9% 輸送用機械器具製造業 14.7% 化学工業        6.7%
0 0 0 料理飲食旅館業 36.7% 食料品製造業 37.5% 食料品製造業    38.3%
－ 0 － サービス業 22.0% サービス業 35.5% 料理飲食旅館業  25.3%
－ 97.4% － 石油製品製造業 21.6% 料理飲食旅館業 13.8% サービス業      16.9%
0 0 0 食料品製造業 87.2% 卸売業 48.2% 食料品製造業    76.8%
－ － － 卸売業 12.7% 食料品製造業 39.5% 不動産業        19.4%
－ － － － － 不動産業 12.3% 卸売業                  3.8%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

2 0 2 化学工業 60.9% 料理飲食旅館業 100.0% 料理飲食旅館業  100.0%
－ － － 不動産業 39.1% － － － －

－ － － － － － － － －

22 26 17 サービス業 92.1% サービス業 93.4% サービス業      86.3%
7 10 5 輸送用機械器具製造業 2.7% 運輸通信公益事業 3.3% 運輸通信公益事業 8.3%

33.5% 40.7% 28.9% その他 2.0% その他 2.5% その他          3.7%
0 0 0 サービス業 42.7% サービス業 24.7% サービス業      40.4%
0 0 0 その他 12.0% その他 14.3% 民生用電気機械器具電球製造業 13.6%

77.2% 78.4% 89.3% 民生用電気機械器具電球製造業 9.4% 民生用電気機械器具電球製造業 14.3% 非鉄金属製造業 12.8%
0 0 0 卸売業 100.0% 卸売業 100.0% 卸売業          83.7%
－ － － － － － － その他の製造業 16.3%
－ － － － － － － － －

0 0 サービス業 54.1% サービス業      41.6%
0 0 不動産業 44.7% 不動産業        30.0%

86.4% 69.9% その他 0.4% その他          10.8%

6 12

2 1

   ④　振興山村における産業振興機械等の割増償
　　 却

   ②　離島振興対策実施地域における産業振興機
     械等の割増償却

0

149 170

事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機
械等の割増償却

2

障害者を雇用する場合の機械等の割増償却 28

1

24

医療用機器等の特別償却 676 617

企業主導型保育施設用資産の割増償却

   ③　奄美群島における産業振興機械等の割増償
      却

2

沖縄の離島地域における旅館業用建物等の特別償却

65

特定地域における工業用機械等の特別償却

76 72

⑵①　半島振興対策実施地域における産業振興機
　　 械等の割増償却

82

情報流通円滑化設備の特別償却

20

77

513

3

0

8

1

4130

72

3

160

1

0

4

0
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

35 28 63 不動産業 50.9% 運輸通信公益事業 52.7% 不動産業 62.5%
34 28 62 運輸通信公益事業 31.0% 不動産業 27.5% 運輸通信公益事業 20.1%

97.1% 99.4% 99.7% 小売業 8.5% 小売業 8.8% 料理飲食旅館業 12.5%
2 2 2 運輸通信公益事業 89.7% 運輸通信公益事業 91.0% 運輸通信公益事業 93.1%
2 1 2 産業用電気機械器具製造業 4.1% 産業用電気機械器具製造業 4.3% 産業用電気機械器具製造業 3.6%

90.7% 96.1% 94.8% 不動産業 3.1% 不動産業 3.5% 不動産業 3.3%
596 453 418 建設業 16.0% 運輸通信公益事業 22.6% 運輸通信公益事業 18.3%

89 82 49 運輸通信公益事業 14.4% 建設業 15.1% 建設業 15.1%
15.0% 18.2% 11.6% サービス業 11.7% サービス業 11.2% サービス業 11.3%
664 69 100 産業用電気機械器具製造業 69.4% 運輸通信公益事業 30.5% 運輸通信公益事業 29.9%
603 44 75 運輸通信公益事業 12.3% 建設業 22.6% 食料品製造業 22.6%

90.9% 64.2% 74.6% サービス業 9.4% 金融保険業 8.0% 建設業 7.5%
26 181 66 運輸通信公益事業 46.1% 鉱業 100.0% 鉱業 100.0%
－ － － 鉱業 40.3% － － － －

－ － － 食料品製造業 13.6% － － － －

5 14 8 建設業 45.9% サービス業 49.3% 建設業 28.2%
－ 13 － 新聞業、出版業又は印刷業 18.4% 建設業 18.0% その他の製造業 25.8%
－ 96.1% － 運輸通信公益事業 18.1% その他の製造業 10.6% 運輸通信公益事業 18.1%
0 0 0 鉱業 87.3% サービス業 70.5% 鉱業 58.4%
－ － － サービス業 9.7% 鉱業 27.0% サービス業 31.6%
－ － － 非鉄金属製造業 3.0% 非鉄金属製造業 2.5% 非鉄金属製造業 10.1%

32 35 37 サービス業 84.8% サービス業 72.3% サービス業 80.1%
19 19 24 その他 6.4% その他 13.9% 化学工業 7.6%

60.0% 55.1% 64.4% 運輸通信公益事業 2.1% 建設業 5.4% その他 4.9%
443 839 766 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0%

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ 19 61 － － 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

1,690 1,728 2,018 金融保険業 67.0% 金融保険業 67.5% 金融保険業 72.2%
1,655 1,671 1,952 その他 33.0% その他 32.5% その他 27.8%
97.9% 96.7% 96.8% サービス業 0.0% サービス業 0.0% サービス業 0.0%
409 532 485 金融保険業 100.0% 金融保険業 100.0% 金融保険業 100.0%
409 532 485 － － － － － －

100.0% 100.0% 100.0% － － － － － －

13 13原子力保険又は地震保険に係る異常危険準備金

1

65

4

保険会社等の異常危険準備金

特定災害防止準備金 150

特定原子力施設炉心等除去準備金

原子力発電施設解体準備金 9 10

新事業開拓事業者投資損失準備金

金属鉱業等鉱害防止準備金

7

5

2,969 2,531

5 2

特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の特
例

海外投資等損失準備金

準備金方式による特別償却（特別償却準備金積立不
足額）

226 147

18 15

倉庫用建物等の割増償却 21

特定都市再生建築物等の割増償却

14

2,434

61

1

10

3

12

10

165

174

13

13

177

6

58

11

0
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

83 117 129 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

52 59 42 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

69 64 64 運輸通信公益事業 84.0% 運輸通信公益事業 81.6% 運輸通信公益事業 80.0%
18 13 13 農林水産業 11.7% 農林水産業 12.6% 農林水産業      14.1%

26.0% 20.6% 20.4% サービス業 1.1% サービス業 1.3% 卸売業          1.4%
5,089 5,140 5,261 金融保険業 95.5% 金融保険業 95.8% 金融保険業      95.9%
1,245 1,375 1,435 その他 1.5% その他 1.4% その他          1.4%
24.5% 26.8% 27.3% 卸売業 0.9% 卸売業 0.9% 卸売業          1.0%
817 462 423 鉱業 99.4% 鉱業 99.3% 鉱業            99.3%
777 442 415 窯業又は土石製品製造業 0.4% 窯業又は土石製品製造業 0.4% 窯業又は土石製品製造業 0.4%

95.2% 95.7% 98.1% その他 0.2% その他 0.2% その他          0.1%
100 164 48 鉱業 99.5% 鉱業 99.4% 鉱業            97.8%

99 163 48 窯業又は土石製品製造業 0.5% 窯業又は土石製品製造業 0.5% 窯業又は土石製品製造業 2.2%
99.5% 99.6% 99.5% その他 0.1% パルプ、紙、紙製品製造業 0.1% － －

356 390 408 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0% 運輸通信公益事業 100.0%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

0 0 0 運輸通信公益事業 100.0% サービス業 100.0% サービス業      100.0%
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

2 1 2 その他の製造業 79.3% 機械製造業 81.7% その他の製造業  74.6%
－ － － 機械製造業 20.4% その他の製造業 17.7% 機械製造業      24.9%
－ － － 食料品製造業 0.2% 食料品製造業 0.7% 食料品製造業    0.5%
0 0 0 サービス業 95.2% サービス業 57.9% サービス業      100.0%
－ － － 新聞業、出版業又は印刷業 4.8% 金融保険業 42.1% － －

－ － － － － － － － －

－ 0 － － － 通信機械器具製造業 100.0% － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

239 187 213 農林水産業 96.5% 農林水産業 96.7% 農林水産業      96.5%
8 8 8 その他の製造業 1.2% その他の製造業 1.2% その他の製造業  1.1%

3.4% 4.2% 3.9% 食料品製造業 0.7% 食料品製造業 0.6% 食料品製造業    0.8%

国家戦略特別区域における指定法人の課税の特例

農業経営基盤強化準備金 3,165

1 1沖縄の情報通信産業特別地区における認定法人の課
税の特例

沖縄の国際物流拠点産業集積地域における認定法人
の課税の特例

沖縄の経済金融活性化特別地区における認定法人の
課税の特例

2

4 3

9,260 9,272

6 6

17 17

対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入
金額の課税の特例

探鉱準備金又は海外探鉱準備金

新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除

中小企業等の貸倒引当金の特例

34 27

中部国際空港整備準備金

557 534

1 1

1 1

特定船舶に係る特別修繕準備金

1

3

505

1

1

7

14

25

9,132

2

2,9772,863

0

3

2

0

関西国際空港用地整備準備金
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

143 168 174 農林水産業 96.8% 農林水産業 97.4% 農林水産業      96.9%
7 9 8 その他の製造業 1.2% 食料品製造業 0.6% その他の製造業  1.0%

5.0% 5.4% 4.8% 食料品製造業 0.5% その他の製造業 0.6% 食料品製造業    1.0%
1,528 1,618 1,533 運輸通信公益事業 51.3% 運輸通信公益事業 60.2% 運輸通信公益事業 54.6%

802 972 904 不動産業 12.6% サービス業 6.5% 不動産業        11.6%
52.5% 60.1% 58.9% サービス業 7.0% 不動産業 5.8% サービス業      7.3%

4,433 2,171 1,988 不動産業 61.5% 不動産業 48.2% 運輸通信公益事業 33.3%
3,214 1,640 1,508 金融保険業 11.1% その他 19.7% 小売業          15.8%
72.5% 75.5% 75.9% 運輸通信公益事業 9.3% 運輸通信公益事業 17.5% その他の製造業 13.6%
364 356 352 不動産業 20.6% 不動産業 21.1% 不動産業        22.0%

6 6 6 サービス業 14.2% サービス業 14.7% サービス業      15.4%
1.6% 1.8% 1.7% 小売業 11.2% 小売業 12.5% 小売業          11.7%

4 3 3 不動産業 25.9% 不動産業 25.5% 不動産業        20.9%
2 2 2 卸売業 16.9% 卸売業 15.3% 建設業          17.5%

48.6% 53.5% 58.8% 小売業 9.4% サービス業 14.7% サービス業      11.0%
6 6 7 不動産業 20.0% 不動産業 21.9% 不動産業        20.0%
2 2 2 金融保険業 15.2% 金融保険業 12.6% 建設業          11.4%

28.1% 26.9% 22.9% 農林水産業 9.3% サービス業 12.5% 金融保険業      10.6%
0 0 0 農林水産業 70.7% 農林水産業 95.8% 農林水産業      89.1%
－ － 0 卸売業 28.8% 卸売業 3.5% 金融保険業      9.2%
－ － 98.4% 料理飲食旅館業 0.5% 料理飲食旅館業 0.4% 卸売業          1.0%
9 9 6 不動産業 64.8% 不動産業 59.8% 不動産業        58.2%
1 1 1 サービス業 6.7% サービス業 14.3% サービス業      21.4%

12.2% 12.9% 19.2% 建設業 5.4% 小売業 7.9% 建設業          4.1%
4,772 5,880 5,595 不動産業 38.2% 不動産業 35.2% 不動産業        37.2%
1,667 2,223 2,194 運輸通信公益事業 14.5% 運輸通信公益事業 12.5% 金融保険業      14.5%
34.9% 37.8% 39.2% 金融保険業 7.7% 金融保険業 10.7% 食料品製造業    6.5%

52 101 56 不動産業 50.2% 卸売業 40.0% 運輸通信公益事業 36.5%
28 72 48 食料品製造業 11.7% 不動産業 23.8% 食料品製造業    21.0%

54.8% 71.8% 86.7% 建設業 8.4% 小売業 11.3% 機械製造業      20.6%
5 0 1 繊維工業 86.5% 不動産業 100.0% その他の製造業  100.0%

⑵　航空機騒音障害区域の内から外への買換え － － － 不動産業 13.5% － － － －

－ － － － － － － － －

8 4 27 その他の製造業 88.1% 不動産業 96.6% サービス業      89.8%
⑶　過疎地域の外から内への買換え － － － 建設業 6.2% サービス業 3.4% 不動産業        10.2%

－ － － 不動産業 5.7% － － － －

106111

1,139 1,248

53 53⑴　所有期間が１０年を超える建物等の既成市街地
  等の内から外への買換え

2

3 6

特定の長期所有土地等の所得の特別控除

特定の資産の買換えの場合等の課税の特例

農地保有の合理化のために農地等を譲渡した場合の
所得の特別控除

収用換地等の場合の所得の特別控除

特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した
場合の所得の特別控除

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場
合の所得の特別控除

325

換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例

1,724 1,970農用地等を取得した場合の課税の特例

収用等に伴い代替資産を取得した場合等の課税の特
例

10

63 63

1

4

51

40

1,194

199 170

374

10

5776

2,332

147

315

2,128

2,493 2,416

3

72

14

68
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

－ － － － － － － － －

⑷ 都市機能誘導区域の外から内への買換え － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

⑸ 既成市街地等及びこれに類する一定の区域（人口 161 207 129 不動産業 99.4% 不動産業 99.9% 不動産業 100.0%
集中地区）内における土地の計画的かつ効率的な利 － － － 運輸通信公益事業 0.5% 小売業 0.1% － －

用に資する施策の実施に伴う土地等の買換え － － － 建設業 0.0% 木材、木製品製造業 0.0% － －

⑹ 防災再開発促進地区のうち危険密集市街地内 31 20 2 不動産業 45.7% 不動産業 55.8% 不動産業 70.1%
における防災街区整備事業に関する都市計画の 23 20 － 新聞業、出版業又は印刷業 16.2% 金融保険業 19.1% 料理飲食旅館業 29.9%
実施に伴う土地等の買換え 74.6% 100.0% － 運輸通信公益事業 7.8% 木材、木製品製造業 9.7% － －

⑺ 所有期間が１０年を超える国内にある土地等、建物又は構築 4,080 4,968 4,689 不動産業 37.3% 不動産業 31.1% 不動産業 38.9%
　物から国内にある一定の土地等、建物若しくは構築物又は国内 1,548 1,966 1,759 運輸通信公益事業 14.3% 金融保険業 12.5% 金融保険業 12.3%
　にある鉄道事業用車両運搬具への買換え 37.9% 39.6% 37.5% 金融保険業 8.9% 運輸通信公益事業 12.4% ゴム製品製造業 5.4%

72 61 63 運輸通信公益事業 87.1% 運輸通信公益事業 84.9% 運輸通信公益事業 83.0%
⑻ 日本船舶から日本船舶への買換え 55 41 41 輸送用機械器具製造業 8.3% パルプ、紙、紙製品製造業 7.4% 農林水産業 8.6%

76.3% 66.1% 65.6% 建設業 1.1% 農林水産業 4.7% 輸送用機械器具製造業 5.2%
323 519 629 不動産業 26.3% 不動産業 53.4% 金融保険業 37.1%
212 392 513 小売業 15.6% その他の製造業 14.5% 食料品製造業 20.0%

65.6% 75.4% 81.5% その他の製造業 13.5% 運輸通信公益事業 12.2% 不動産業 18.2%
7 － － 運輸通信公益事業 100.0% － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

132 154 187 小売業 24.2% 不動産業 39.6% 卸売業 47.3%
92 113 158 不動産業 18.1% 卸売業 17.6% 金融保険業 17.0%

69.8% 73.8% 84.6% その他 16.4% 運輸通信公益事業 12.3% 運輸通信公益事業 16.7%
16 25 66 サービス業 94.0% サービス業 87.5% サービス業 70.8%
－ 25 66 その他 4.9% その他 8.2% 小売業 25.9%
－ 99.5% 99.9% 機械製造業 0.7% 小売業 3.2% その他 3.3%

2,269 2,411 2,549 建設業 20.2% 建設業 20.9% 建設業 21.9%
271 257 246 サービス業 19.7% サービス業 20.6% サービス業 21.3%

11.9% 10.7% 9.7% 金融保険業 16.2% 金融保険業 15.5% 金融保険業 14.8%
4 6 4 サービス業 47.3% サービス業 63.5% サービス業 49.2%
3 5 3 その他 45.8% その他 33.4% その他 42.2%

72.7% 82.4% 69.8% 小売業 3.9% 小売業 2.3% 小売業 7.8%

42 43

0 0

7 9

832 1,017

42 12

179,269 199,087特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例

81 84認定特定非営利活動法人のみなし寄附金の損金算入
の特例

10 15

0

技術研究組合の所得の計算の特例

92 75

0

平成二十一年及び平成二十二年に土地等の先行取得
をした場合の課税の特例

特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合の
課税の特例

01特定の交換分合により土地等を取得した場合の課税
の特例

118 106⑼ 特別勘定の設定により課税の特例を受けた場
合のその特別勘定に係る買換え

0

0

0

84

214,271

14

58

2

997

3

42

105
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29年度 30年度 元年度 29年度 30年度 元年度 30年度 元年度

　措　　　置　　　名
適用件数 主な適用業種及び業種別割合

　　　　上段：適用総額

　　　　中段：上位10社適用額

　　　　下段：上位10社割合

29年度

適用額（億円）

115 71 64 サービス業 21.8% サービス業 19.6% サービス業 22.7%
38 13 11 その他の製造業 17.3% 化学工業 11.1% 卸売業 12.6%

33.0% 17.7% 16.8% 卸売業 9.7% 卸売業 10.3% 小売業 9.7%
4 3 5 サービス業 92.3% サービス業 86.5% サービス業 90.3%
1 1 2 その他 7.7% その他 13.5% その他 9.7%

35.7% 48.6% 34.0% － － － － － －

400 424 363 サービス業 95.9% サービス業 97.6% サービス業 97.0%
94 108 78 その他 2.9% その他 2.4% その他 3.0%

23.6% 25.4% 21.4% 料理飲食旅館業 1.0% － － － －

341 339 378 農林水産業 94.0% 農林水産業 94.4% 農林水産業 94.7%
43 32 43 その他 2.7% その他 2.7% その他 2.9%

12.5% 9.5% 11.5% 食料品製造業 1.8% 食料品製造業 1.9% 食料品製造業 1.4%
2 2 0 農林水産業 92.5% 農林水産業 98.7% 農林水産業 100.0%
－ － － サービス業 7.5% サービス業 1.3% － －

－ － － － － － － － －

3,021 3,148 3,415 サービス業 30.4% サービス業 30.5% サービス業 30.4%
0 0 0 建設業 15.2% 建設業 16.0% 建設業 17.4%

0.0% 0.0% 0.0% 卸売業 8.0% 卸売業 8.0% 卸売業 8.2%
3,379 5,098 6,685 金融保険業 97.1% 金融保険業 97.1% 金融保険業 97.3%
3,166 4,831 6,386 その他 1.3% その他 1.5% その他 1.5%
93.7% 94.8% 95.5% 不動産業 0.5% 不動産業 0.4% 不動産業 0.3%

1,659 1,940 1,777 金融保険業 100.0% 金融保険業 100.0% 金融保険業 100.0%
1,635 1,914 1,751 農林水産業 0.0% サービス業 0.0% サービス業 0.0%
98.5% 98.6% 98.5% サービス業 0.0% 運輸通信公益事業 0.0% 小売業 0.0%

6,750 5,654 7,529 金融保険業 96.0% 金融保険業 91.6% 金融保険業 85.9%
2,725 1,798 2,225 不動産業 3.5% 不動産業 6.3% 不動産業 8.7%
40.4% 31.8% 29.6% その他 0.4% その他 1.2% その他 4.4%

5,175 5,848 6,692 金融保険業 98.1% 金融保険業 97.2% 金融保険業 95.8%
1,864 2,122 2,321 不動産業 1.7% 不動産業 2.7% 不動産業 4.0%
36.0% 36.3% 34.7% サービス業 0.2% その他 0.1% その他 0.2%

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

41

10 4

3,776 4,318

531,317 549,940

1,776

222 212

54

497 474

0

0

0 0

196

521

1,909

213

36

4,693

586,013

1

中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損
金算入の特例

特定の医療法人の法人税率の特例

農地所有適格法人の肉用牛の売却に係る所得の課税
の特例

転廃業助成金等に係る課税の特例

0 0

165 181投資法人に係る課税の特例

特定目的信託に係る受託法人の課税の特例

特定投資信託に係る受託法人の課税の特例

特定目的会社に係る課税の特例

特定株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等の
益金不算入の特例

56 43保険会社の受取配当等の益金不算入の特例

1,708

19,945 16,143

社会保険診療報酬の所得の計算の特例

認定特定非営利活動法人等に対する寄附金の損金算
入の特例

59

17,136

― 14 ―




